
項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

H30予算現額

「学び創造アクティ
ブプラン」学力向上
推進事業

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加優先

所沢市学力向上支援講師設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

臨時職員

よりきめ細かな指導を実現するために効
果を検証し、財政状況を鑑みながら事業
拡大を図っていきたい。

Ａ

R1年度に改善した点

学校の課題解決、学び創造アクティブプラン（R2年度
より、学び創造アクティブPLUS)クリエイト研究校等、
積極的な教育活動を展開するために教員を必要とす
る学校に配置し、事業の目的である学力向上に効果
的であったか検証するため。

各学校のニーズを精査し、配置校を見直
した。配置校において、きめ細かな指導が
可能になり、学力向上に貢献した。

学力向上支援講
師配置事業

H30年度目標

根拠法令 満足度。

臨時職員

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、講師を必要としている学校の
ニーズに応え、一定の成果が挙げ
られていると考えている。

100.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③
R1目標値が未達成の理由・分析

自治事務

指標名H30決算額

R1予算現額 R1決算額（見込み）

25,200千円 24,414千円

H30実績

100.0%

H30予算現額

2,514千円

R2年度目標

2,494千円

25,200千円 21,654千円

非常勤
特別職

①12人

②小学校4校、中学校8校

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 0.30 人
非常勤
特別職

12.00 人

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う時
間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させることに
よって児童生徒の学力向上を図る。

H27年度～

12.00 人0.30 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

H23年度～

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領

5,567千円 5,320千円

100.0%

R1決算額（見込み）

5,524千円 5,355千円

R1予算現額

H30正規職員
人件費

0.95 人
非常勤
特別職

成果指標の目標値を達成してい
る。研究委託校が1年間の研究成
果を発表しており、昨年度に比べ
研究発表会の参加者も増加してい
る。併せて推進委員会において高
い評価を受けていることから、一定
の成果が挙げられていると考えて
いる。

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３
つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総がか
りで市内児童生徒の学力向上を図る。

指標名

臨時職員 3.00 人

100.0%

R1年度に改善した点

①小中連携支援員

②研究委託校数

③

研究委託校における検証結果（研究報告
書から）

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校
の割合を指標としている。

3年に１回の見直しを行っている事業のた
め、令和元年度は、特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

更なる学力向上のためには、児童生徒の
「自己肯定感」を高めることが大切である。
また、授業の質の向上を図る必要があ
る。これらの視点を取り入れ、令和2年度
には学び創造アクティブＰＬＵＳとして、未
来を切り拓く確かな学力の育成を図ってい
きたい。100.0%

H30年度目標

100.0%

非常勤
特別職

R2年度目標

R1正規職員
人件費

臨時職員7,961千円 3.00 人

期間 0.95 人

特になし

優先

7,896千円

0.65 人

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R1実績

100.0%

Ａ

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 R1予算現額

①3名

②21校

③

R元年度目標

R1その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、通常学級、特別支援学級にお
ける配慮を要する児童に対する学
習支援や日常生活上の介助など
の支援が適切に行われ、一定の成
果をあげていると考えている。

R1目標値が未達成の理由・分析学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

148,004千円

146,082千円

特別支援教育支
援員等事業

期間

H30決算額 R1年度に改善した点

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育
総務課から事務移管された。満足度はH28以
降、特別支援教育支援員と心身障害児介助員
の平均値としている。R1も同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 159,228千円

162,239千円

特別支援教育支援員は、昨年に引き続き
研修の実施等で資質の向上を図った。心
身障害児介助員については、特別支援学
級の増設に伴い、配置人数の拡大をし
た。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

H30実績

①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

R1決算額（見込み）

H30年度目標

通常学級において個別の支援が必要な児
童生徒や、特別支援学級において介助の
必要な児童生徒が増加しており、今後も
教育的ニーズに応じた指導の充実を図る
ため、事業を拡大していく。また、研修会
等の内容を充実させ、教員の資質向上を
図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

100.0%

100.0%

R元年度目標 R1実績

目標達成済

H20年度～ 5,403千円 臨時職員 108.00 人 100.0%

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については特
別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級での支
援を行う。

0千円 臨時職員

100.0%

100.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

自治事務 法定受託事務

特になし

事業の目的及び具体的な内容

44,999千円

103.00 人
①50人

②54人

③

R1予算現額 R1決算額（見込み）

非常勤
特別職

学習支援員配置
事業

優先

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

法定受託＋附加

47,601千円

46,374千円

R1年度に改善した点

学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支
援ができているかを検証するため、配置校から
の報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考に配置することにより、児童生徒へ
のより充実した支援を行うことができた。

指標名

①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度。

45,523千円

H30予算現額 H30決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている
全ての児童生徒に十分な支援ができない
現状であるが、配置の効果を検証し、更な
る効果的な活用を検討した上で、質の確
保ができるように努める。質の確保ができ
るようならば、予算を考慮し、増員配置等
を行い、事業の拡大をする。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。100.0% 100.0%

2,514千円 臨時職員 47.00 人
①47人

②35,332時間

③

R元年度目標 R1実績

100.0%
R1その他職員
従事割合

100.0%

期間 0.25 人 R2年度目標

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校
に学習支援員として配置し、少人数指導など個に応じ
た指導の充実を図る事を目的として、学校の実情に
応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

0.30 人

R1正規職員
人件費

H14年度～ 2,078千円 臨時職員 47.00 人

非常勤
特別職

100.0%

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

どのように貢献したか

少人数指導など個に応じた
指導の充実を図っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献し
ている。

どのように貢献したか

本事業は、質の高い教育を
目指すことと同義であり、地
域との連携を通して住み続
けられる地域づくりに貢献し
ている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上支援講師を配置
することによって、より細か
な指導を実現し、質の高い
教育に貢献してる。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる事
を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自のドリル（学びノート）を作成し、全児童生徒
に配布し、学校や家庭で活用する。

0.50 人

R1正規職員
人件費

H15年度～

H30決算額 指標名

確かな学力定着事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値は達成しているものの、記
述式問題に対する無解答率が高
く、更なる改善が必要である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

学習指導要領 23,471千円

R1年度に改善した点

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるた
め、埼玉県学力学習状況調査結果を指標として
いる。

各学校へ、学びノート及び埼玉県教育委
員会作成のコバトン問題集の活用を積極
的に促した。学びノートについては、児童
生徒が授業の中で有効に活用できるよう
周知した。

目標値を達成しているが教科ごとに課題が残った。
国語においては、小学校が各学年とも県平均をやや下回っ
た。記述式問題における無解答率の高さが課題である。中
学校は各学年とも県平均を上回ったが、記述式問題に課題
がある。算数・数学においては、小６、中１で県平均をやや下
回った。小学校の「量と測定」領域、中学校の「数学的な見方
や考え方」において課題がある。
英語においては、県平均を上回っているが、自分の考えに関
する説明に基づき、英語で主張を書くことについて、無解答
率が高く課題がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

「ステップアップ調査」にて、本市の課題で
ある記述式問題を取り入れながら改善を
図る。また、ステップアップ調査の結果を
分析し、さらなる進路指導の充実を図る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,715千円 23,122千円
①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

埼玉県学力学習状況調査の正答率根拠法令

21,518千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

67.5% 59.7%

4,190千円 臨時職員

①15,573人

②24,232人

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

60.0% 60.4%

62.0%

期間 0.35 人
非常勤
特別職

R2年度目標

2,909千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中学生社会体験
チャレンジ事業

根拠法令 R1予算現額

150千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

150千円

R1決算額（見込み）

特になし

R1年度に改善した点

①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学
校在籍人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 職場体験の受け入れ先の確保と拡大。

体験活動当日の体調不良等により、参加できな
かった生徒もいたため。
なお、昨年度までの実績は、当日欠席者数が考
慮されていないので100%となっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円 150千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場体
験を行うことで、生徒の自己理解を深めるとともに、望
ましい職業観、勤労観を育む。

0.15 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

100.0% 98.5%

1,257千円 臨時職員

①2,512人

②719事業所

③

R元年度目標 R1実績
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、今年度については、職場体験の実
施自体が困難と考えられる。生徒の安全
面・健康面を最優先しながら、各校にて
キャリア教育を推進していく必要がある。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

Ａ

成果指標の目標値には達成してい
ないが、当日の体調不良による不
参加等も考慮すれば、概ね目標達
成と考えることができる。本事業は
進路・キャリア教育の一環として
行っており、実施後の生徒の感想
にも、自分の生き方を主体的に考
えることに有意義であったというこ
とから、一定の成果があったものと
考えられる。

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H12年度～ 1,247千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

重要 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

昨年度より省エネ運動の取組実施
率が上昇したため、全体的な実績
も伸びたが、目標には達しておら
ず、また、より実施率を高める必要
があると考える。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 0千円

R1年度に改善した点

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省
エネ運動・資源循環活動の実施率の平
均）。

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運
動、資源循環活動に実際に取り組むことにより
持続可能な社会作りの担い手としての力をつけ
させることを目的とした事業であるため、活動報
告を指標とし、更なる実施率の向上を目指す。

「省エネルギー」への実践的な取組を推進
するよう、引き続き各校へ働きかけた。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学
校づくり推進事業

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を通
して、環境に配慮した学校づくりを進めることにより、
持続可能な社会づくりの担い手を育む。

非常勤
特別職

H15年度～ 臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.10 人

法定受託＋附加 0千円 0千円

R2年度目標

目標達成済90.0%

96.0%

98.0%

0.10 人
非常勤
特別職

90.0%

831千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

838千円 臨時職員

①98％

②100％

③

R元年度目標 R1実績

地球にやさしい取組について、児童生徒
が主体的に行動できるように、各校へ働き
かける。

95.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中学生海外文化
交流派遣事業

根拠法令 R1予算現額

3,771千円

Ａ

各学校や市の報告会、パネル展示
等を通し、実際に体験したことや海
外の文化について、他の生徒へ広
げることができたと考えられる。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

17回

17回 17回

R2年度目標

指標名

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

5,159千円

R元年度目標

報告会回数。

自治事務

R1年度に改善した点

参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要と考え
ているため報告会を指標としている。

報告会の内容を充実させるため、事前研
修会から報告会を見据えて研修会にのぞ
むように指導・支援を行った。また、本事
業の内容の充実を図るため、派遣生徒に
アンケートを実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

参加した生徒の視野を広め貴重な体験を
得られるが、全生徒数と比較するとごく少
数である。報告会の内容等を検討し、派遣
された生徒の体験が全生徒に波及してい
くよう、報告会の工夫を図る。さらに、本事
業の内容の充実を図るため、引き続き、派
遣生徒にアンケートを実施する。

17回

R1実績

H30実績

目標設定の考え方・根拠

中止臨時職員

①15人

②0.19%

③

0.45 人

H30その他職員
従事割合

①派遣中学生数

②派遣率（派遣生徒数／在籍
中学生徒数）

③

3,672千円 3,298千円

H11年度～ 3,325千円

R1正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

各中学校長から推薦された15名の生徒を海外に派遣
し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通し
て、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

非常勤
特別職

臨時職員

期間 0.40 人

H30決算額

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

特になし 4,613千円

どのように貢献したか

本事業に参加した生徒だけ
でなく、報告会を通して、そ
の生徒の貴重な体験を全
校生徒に伝え、広めること
ができた。

どのように貢献したか

本事業は、ＥＳＤの観点から
も重要であり、SDGsの各観
点の達成に直結している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

働くことの意義ややりがい、
また、大変さも経験すること
で、今後の自分の進路を考
える機会となった。

どのように貢献したか

市内全児童生徒に対して、
基礎・基本の定着を図るた
めの学びノートを配布し、授
業や家庭学習にて活用し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

８．働きがい
も経済成長も

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

R1実績

100.0%

0.45 人
非常勤
特別職

0.84 人 R2年度目標

3,740千円 臨時職員 0.16 人 95.0%

臨時職員 0.16 人

① 163人

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

95.0%

法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領改
訂に伴う英語教育
推進事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

学習指導要領

686千円

非常勤
特別職

0.84 人

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

最優先 自治事務

期間

事業の具体的な内容及び目的

【目的】学習指導要領の改訂に伴い、５・６年生の英語の教
科化と３・４年生の外国語活動を円滑にスタートさせ、本市の
英語教育のさらなる充実を図る。
【内容】平成２７・２８年度の研究校の成果を生かし、研修の
強化と教材の整備・活用を図る。また、小中学校の連携を推
進するための研究授業を実施する。なお、本事業は通称
「Tokorozawa English Action Plan」として、英語教育に関わ
る教員、英語指導助手、小学校外国語支援員等と共に進め
ていくものである。

H29年度～H33年度

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1,193千円 948千円

0.42 人

指導者の選定及び系統的な研修内容を
構成することで目標を達成することができ
た。小学校教育課程の進捗状況を把握す
るとともに、中学校学習指導要領の移行
期のため、参加対象を中学校教員に広げ
ることで、小中接続を図る支援を行う。

95.0% 96.0%

目標値達成済

3,520千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

令和２年度の新学習指導要領の小
学校全面実施において、5,6学年で
の教科としての英語、3,4学年での
外国語活動が円滑にスタートがで
きるように計画に基づき整備等の
推進に努めている。

R1年度に改善した点

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

「英語教育推進教員養成研修会」の指導
者に、文部科学省の研修を終えた教員に
加え、専科教員を指導者にして、より実践
的な研修内容にした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

研修会参加者の内容についての満足度

H30年度目標 H30実績

①英語（外国語）、外国語活動
関連の研修会参加人数

801千円

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

学習指導要領 12,539千円

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

英語サロンの開催日を再検討し、外国語
支援員以外にも小学校教員が参加しやす
い日程を設定した。また学習指導要領移
行期であることを考慮し、研修内容の重点
とした。また、各小学校での実践を共有す
る場を設け、指導の改善を図った。

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

11,851千円

①「英語サロン」の参加者数
研修会参加者の内容についての満足度

H30年度目標

11,572千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が行
う外国語活動の授業を支援するとともに、外国
語活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32校
に派遣し、5・6年生すべての外国語活動の時間
に配置している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

95.0%

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1年度に改善した点

小学校教員や小学校外国語支援
員を対象とした研修会「英語サロ
ン」を年5回実施し、指導主事や
AETから授業ですぐに使える実践
事例の紹介や、国の動向について
の情報提供を行った。

小学校での実践を共有することで、よい取
組が市内の小学校に広がり始めた。小学
校外国語支援員だけでなく幅広く教員を
参加させ、専門性をもった中核教員を育
成することを目指す。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,726千円

H30その他職員
従事割合小学校外国語活

動推進事業

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

0.38 人 92.0%

目標値達成済95.0%

R1実績

① 56人 100.0%

R元年度目標

R2年度目標

H23年度～ 95.0%臨時職員 0.16 人

3,184千円 臨時職員

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.84 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.16 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員

0.88 人

11,900千円 臨時職員

2,494千円

非常勤
特別職

0.84 人

【目的】児童生徒の学力向上のために、基礎・基本の
習得とそれらを活用して問題解決する思考力・判断
力・表現力等の育成を図る研修会や授業充実のため
の人的支援を行う。
【内容】①学び創造アクティブプランの研究委託校の
校内研修をサポートし、学力向上の研修を実施②今
日的な教育課題や教科等における指導力向上の研
修を実施。

事業の種別

教育
セン
ター

H30決算額H30予算現額

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

教科等指導力向上研修として9種類、のべ
11回の研修会を開催した。教職員の負担
軽減も考慮し、本市教育研究会との共同
開催として、今年度は3つの研修会を共催
した。企画や運営を連携して行うことで、
教職員の主体的な参加を促すと共に回数
を精選することができた。

重要 自治事務 9,575千円法定受託事務 法定受託＋附加

①研修会参加者数

R1目標値が未達成の理由・分析

市教育研究会と共催することで回数を精選できたが、
若手教職員が増えていることも踏まえ、授業研修会に
関しては、事前に研修会のテーマや意図を従来よりも
綿密に授業者と十分に共有した上で授業構成を練る
必要がある。学校の現状やニーズに沿って設定され
た研修会をより充実したものにするためにも、今後
は、教職員に一層寄り添った研修会運営を図ってい
く。

目標値達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.12 人

①559人

R元年度目標

99.6%

R1実績

R2年度目標

9,974千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1年度に改善した点

「学び創造アクティブプラン研究校
支援研修では、７つの研修テーマ
を取り上げ、昨年度に引き続き専
門性の高い大学等の指導者を招
聘し、各学校がその指導を受けて
研修を進められるようにした。年間
を通じて、教職員全員が質の高い
指導を受けながら研修を進めるこ
とができたことや、研究成果を市内
小中学校に公開することで、市内
の教職員の資質向上を図ることが
できた。

H30実績

95,857千円

96.0%

研修会参加者の内容についての満足度根拠法令

94,411千円

95,305千円

事業の目的及び具体的な内容教育課題に対応し
た学力向上推進事
業

学習指導要領

R1予算現額 R1決算額（見込み）

1.42 人

95.0%

0.12 人

0.88 人 95.0%

H30年度目標

期間 1.20 人

H14年度～

一
般

実施計画ランク

100.0%臨時職員

R元年度目標

非常勤
特別職

4.00 人 R2年度目標

95.0%

R1その他職員
従事割合

100.0% 75.0%

H30年度目標 H30実績

R１年度～ 831千円

臨時職員
①4人

②中学校4校

③運動部活動2校、文化部活動
2校

R1目標値が未達成の理由・分析

地域人材を活用して、部活動の技術指導や大会等へ
の引率を行うことを職務とする部活動指導員を配置
し、教員の負担の軽減並びに専門的な技術指導によ
る部活動の充実及び活性化を図る。

0.00 人
非常勤
特別職

専門的な指導技術をもつ部活動指導員による
指導に対し、生徒や保護者から好評の声が寄
せられている一方で、年度途中からの配置で
あったため、顧問教員との連携等の面で部活動
指導員の活用に改善が必要な部分があったた
めと考えられる。

R1実績

R1正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

学校教育法施行規則、所沢市部活動指導員設置要綱 784千円 784千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

部活動指導員の配置により、生徒
は専門性の高い技術指導を受ける
ことができる。大会等への引率を単
独で行うことができ、教職員の負担
を軽減することもできる。これらの
ことから、事業の効果が高いと考え
られるため、今後も事業を継続して
いく。

R1年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

部活動指導員配
置事業

根拠法令

H30決算額 指標名

部活動指導員の配置が、部活動の充実及び活
性化に効果的であったか検証する。

事業初年度であるため、特にない。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

充実した部活動と教職員の働き方改革を
実現するために効果を検証し、財政状況
を鑑みながら事業拡大を図っていきたい。

①部活動指導員採用人数

②配置校

③配置部活動

満足度。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

0千円

期間 0.10 人

どのように貢献したか

研修内容を理論、実践と段
階的に行い、研修会終了者
に所属校での校内研修を実
施させた。

どのように貢献したか

小学校英語教育に関わる
人材にとって、指導の改善
に役立つ研修を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上に向けた実践的な
教育について研修できるよ
う、専門性の高い指導者に
よる研修会を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

部活動指導員配置事業に
より、教員の負担軽減や専
門的な技術指導による部活
動の充実を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

資質向上事業

根拠法令 R1予算現額

1,270千円

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

①研修会参加者数
研修会参加者の内容についての満足度

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

ミドルリーダー研修員研修では、ミドルリー
ダーとして学校教育の発展に積極的に参
画する資質・能力の向上を図る研修を行
い、学校や市内の教育を牽引していく意
識を高めるようにした。

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,241千円 747千円

教育公務員特例法

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30予算現額

Ｓ

2年次教員研修やミドルリーダー研
修員研修では、若手教員や中堅教
員に対して指導主事がマンツーマ
ンで指導することで、学級経営や
教科等の授業力向上を図ることが
できた。また、授業実践研究員制
度を活用し、先進的な研究に取り
組ませることにより、本市の教育力
の向上と共に、教員の意識改革や
資質向上を図ることができた。

99.1%

95.0% 99.7%

R元年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H30年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

11,471千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

735千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,481千円 臨時職員 0.00 人

①821人

２年次教員研修やミドルリーダー研修員研
修、各研究部の研究推進、各種研修会
等、教員の経験やニーズに応じた改善を
していく。

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 95.0%

95.0%

期間 1.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

【目的】市内小・中学校の教員の経験やニーズに応じ
た研修を推進し、本市教育の振興に資する。
【内容】①年次経験者研修支援②2年次教員研修：指
導主事が個別指導③ミドルリーダー研修員研修：他
市からの転入教員に指導主事が個別指導④校内研
修の指導者派遣⑤研究員・専門研究員：専門性を高
める研究推進⑥各種13の研修会の実施

S46年度～

H30実績

複製名画巡回事
業

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、各学校による差が顕著に
表れている。
今後も、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放、記録
を確実に残す工夫等を研修会にお
いて指導していく。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

学校司書配置事
業（小・中学校）

根拠法令 R1予算現額

学校図書館法

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

R元年度目標 R1実績

学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

小学校の学校司書を2名増員し、1人2校を
受け持ち、小学校4校に配置した。
学校司書研修会を年間3回開催し、学校
司書の資質の向上を図ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校司書は、学校図書館利用の一層の
促進に効果をあげていることから、改正学
校図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を
目指す。
学校司書の研修会を学校図書館主任研
修会と合同で開催し、学校図書館運営の
更なる充実を目指す。

R1目標値が未達成の理由・分析

各小学校の一日平均利用人数が昨年度より４
名増加している。しかし、来館者数が少ない学
校が以前として数校あることが原因と考える。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,373千円 25,029千円
①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1年間の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用
人数。

28,457千円 26,697千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図る
ため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方針に
基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.40 人
非常勤
特別職

80人 67人

3,352千円 臨時職員 29.00 人
①12,309冊（小学校）

②12,966人（小学校）

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

80人 71人

75人

期間 0.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H23年度～ 3,325千円 臨時職員 31.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 302千円

Ｃ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし

児童生徒の美術を愛好する心を育てる事を目
的としているため、児童生徒の名画への関心度
を指標とする。

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

自治事務

授業で名画を使用する学校が増加した。

平成30年度と比べて児童生徒の複製名画への
関心度が低下した理由として、設置場所等を各
学校で工夫しているが、約45%の児童生徒が存
在を知らなかったことが挙げられる。また、新型
コロナウイルスによる臨時休業により、授業日
が減少したことが原因としてあげられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額 H30決算額 指標名

297千円 291千円

H30正規職員
人件費

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確保
し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人
非常勤
特別職

85.0% 61.0%

①47校

②81点

③

R元年度目標 R1実績

276千円
①巡回校数

②巡回作品数

③

児童生徒の関心度。

H30実績

児童生徒の名画への関心を高めるため、
積極的に名画を授業で使用してもらうよう
に促すとともに、児童生徒の目に留まりや
すい場所に絵画が設置出来るように設置
場所も改めて考える。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

85.0% 55.0%

85.0%

引き続き学校においては、設置場
所の工夫及び美術の授業の時間
に名画をもっと活用するなど、より
一層名画鑑賞の機会を増やし、名
画を通じて文化的価値の継承の必
要がある。

R1年度に改善した点

419千円 臨時職員

期間 0.05 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H3年度～ 416千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

学校人権教育啓
発資料発行事業

根拠法令 R1予算現額

269千円

H30決算額 指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ａ

173千円

R1実績
①100%

②100%

③

R元年度目標

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

1,247千円 臨時職員

例年、全ての小・中学校において
取り組まれ、人権教育実践の機会
の一つとなっている。

R1年度に改善した点

①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

作文及び標語に応募した学校の割合の
平均。

学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校が人権に関する作
文・標語に応募した割合を指標とする。

人権作文集の配布時期を早め、人権作文
や人権標語の取り組みの際に、昨年度の
人権作文集が活用できるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

269千円 179千円

特になし

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文
集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

0.15 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

100.0% 100.0%

1,257千円 臨時職員

令和2年度は新型コロナウイルスの関係
上、取組が難しい学校が予想される。配
布した人権作文集を通して、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成できる
よう活用を呼び掛けていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H4年度～ 50.0%

どのように貢献したか

人権教育を推進し、他者の
痛みを共有できる豊かな人
間性を醸成している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

複製名画巡回事業により、
児童生徒が美術作品に触
れる機会の増加に努めた。

どのように貢献したか

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への興
味関心を高めることができ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

キャリアステージに応じた研
修を実施し、若手教員のみ
ならず全ての教員の資質向
上を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

教育相談事業

根拠法令 R1予算現額

15,252千円

H30決算額 指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

1.82 人
非常勤
特別職

1.00 人 8,000以下(件・回) 6,914（件・回）

R1決算額（見込み）

28,521千円 28,334千円

Ｓ

31,150千円 30,742千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

不登校に関する相談は、面接・電
話ともに依然として件数も多いが、
週1回の面接実施など手厚く支援
することで、将来的な自立への基
礎を培う成果が少しずつ見られて
いる。また、教育相談体制の充実
では、訪問や巡回、校内研修など
の出向く支援を強化し、「気になる
児童生徒の支援チェックシート」や
「心のふれあい相談員 架け橋マ
ニュアル」の周知・活用、SSW派遣
を通した支援を計画的・継続的に
行い、各校が組織的に対応できる
ようになってきている。

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の諸問
題に関しての相談を受け、その解決のための支援を
行う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相談、電
話相談・こども電話相談、巡回相談、訪問相談(登校
支援、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓
発、教育支援センター「クウェスト」

R1年度に改善した点

① 面接相談

② 電話相談・こども電話相談

③ 巡回相談

相談対応件数
出向く支援を重視し、校内の相談体制の充実を
図ることから、年間8000件を超えないように設
定した。

校内の相談体制の充実に向け、研修支援の期
間枠を外し、巡回や訪問等の出向く支援を強化
したことで、校内研修の要請が増え、不登校の
未然防止や早期発見・早期対応に繋げられる
ようになった。また、教育相談アドバイザーを入
れ、複雑なケースへの専門的な支援を通し、校
内の組織力の向上を図ることができた。

目標値達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

不登校や発達に課題を抱えるケースは、
相談内容も複雑になっており、外部機関と
の連携をはじめ、今後も更なる対策が必
要である。次年度は、持続可能な相談体
制が構築できるよう、フローチャートなどの
システム化を図る。

8,000以下(件・回)

H30年度目標

教育センター主任相談員設置要綱など

臨時職員 0.00 人
①のべ3,959回

②のべ2,500件

③のべ144回

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

8,000以下(件・回) 6,603（件・回）

期間 2.20 人
非常勤
特別職

1.00 人 R2年度目標

昭和36年度～ 18,286千円 臨時職員 0.00 人

2,909千円 臨時職員 3,800件

3,672件

期間 0.35 人
非常勤
特別職

4.00 人 R2年度目標

Ｒ１年度～

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①542回

②851回

③

R元年度目標 R1実績

月１回以上の研修を実施し、スクールカウ
ンセラーの資質向上を図り、相談の技能
や判断力等の向上を図る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をスクー
ルカウンセラーとして市費にて4人任用し、各学校に
出向き、児童生徒と積極的に関わりながら支援を行う
ことで、子どもの発するSOSをより的確に受け止め、
問題の未然防止、早期発見、早期対応の体制を一層
充実させるものである。

0.00 人
非常勤
特別職

目標達成済3,500件

R1予算現額 R1決算額（見込み）

11,842千円 11,797千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

新規事業のため、年度当初、ス
クールカウンセラーへの十分な研
修を行った上で、５月より配置校で
の相談対応を開始した。新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のための
臨時休業期間もあったが、目標を
上回る相談対応を行い、児童生徒
が抱える様々な課題に対応するこ
とができた。

0千円
①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

③
H30年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

H30予算現額

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウン
セラーの相談対応件数を基に、各学校が所沢
市スクールカウンセラーを有効に活用している
ことを示す指標として設定した。

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

「所沢市いじめ問題対策委員会」を年５回
開催し、いじめの未然防止や、いじめが起
こった場合の対応について協議し、施策に
生かすことができた。

R1目標値が未達成の理由・分析

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめの解
消の要件として“被害者に対する心理的又は物
理的な影響を与える行為が止んでいる状態が
相当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）継続してい
ること。”がある。12月末日の解消のためには、
9月中にいじめに係る行為が止んでいる必要が
あり、まだ解決に向けて経過を見届けている状
態であるものが多い。

H30決算額

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

全体的な数値目標は達成できてい
る。
しかし、特別支援学級、特別支援
学校への就学が適当と判断してい
るケースに限って言うと、達成率
69.7%と、目標の75%を下回る。就学
相談本来の趣旨である「学びの場
の選択」という観点からいうと、この
結果は少し物足りないものであると
いえる。

引き続き丁寧な相談を進め、保護
者との合意形成に努める。

R1年度に改善した点

就学支援委員会の判断どおりに就学した
児童生徒の人数。

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な
就学相談をすることが重要であるため、就学委
員会の判断どおりに就学した児童生徒の割合
を指標とする。

相談件数が増え続けており、H30年度は250件
を超えた。この状況が続くと、丁寧な相談が困
難になってしまう恐れがある。そのため、各学校
における相談体制の充実をお願いし、保護者の
就学相談に対する意向を丁寧に確認してから、
必要なケースを就学相談にあげていただくよう
お願いをした。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,157千円 3,838千円

①就学相談票提出数

②面談・観察の回数

③

就学相談事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談
員設置要綱

4,246千円 3,962千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護者
からの申込により、障害のある児童生徒の保護者と
ともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集
し、就学先を判断して教育委員会に答申する。

0.70 人
非常勤
特別職

3.00 人 75.0% 73.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

79.1%

75.0%

目標達成済75.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,866千円 臨時職員

①317件

②503件

③

R元年度目標 R1実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な
情報を提供し、本人・保護者が自ら適切な
学習環境を選択できるようにする必要が
ある。就学支援委員同士の情報共有と研
修の充実を図り、より適切な相談体制を構
築する。

期間 1.15 人
非常勤
特別職

3.00 人 R2年度目標

H2年度～ 9,559千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

健やか輝き支援事
業

根拠法令 R1予算現額

12,989千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

引き続き解消率の向上に努める。
また、全ての事案が解消するまで
対応し、見届けを行うよう、学校と
連携し対応する。H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

いじめの重大事態が発生した際、より機動
的な対応を取ることができるよう、組織等
を整備する。

H30実績

R1実績

43.5%

H30その他職員
従事割合

①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談件数

③

いじめの解消率
（１２月末日現在）

32.00 人
①586件

②17,229件

③

48,318千円

60.0%

48,579千円

58.3%

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登校、
就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズに基づ
いて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学
校に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の
支援を行う。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,310千円

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委員
会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

51,776千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

1.55 人

H14年度～ 9,143千円

非常勤
特別職

3.00 人 59.0%

期間 1.10 人

R1正規職員
人件費

R元年度目標臨時職員

臨時職員 32.00 人

R1その他職員
従事割合

60.0%

非常勤
特別職

3.00 人 R2年度目標

どのように貢献したか

不登校児童生徒や家庭環
境に課題を抱えた家庭にＳ
ＳＷを派遣し、適切な機関
に繋げる支援ができた。

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校生
活を送ることができるよう
に、様々な課題に対する相
談対応を行っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校生
活を送ることができるよう
に、いじめの防止や解消の
ための取組を行っている。

どのように貢献したか

児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの場
を自己選択できるように支
援している。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

豊かな心育成支援
事業

4,156千円

Ａ

新学習指導要領の全面実施に向
け、「学級活動スキルアップ研修
会」「道徳科の充実に向けた研修
会」には文部科学省の教科調査官
を招聘し、正確な情報を得る研修
会となることを重視した。参加者
が、新たな指導の在り方への不安
を軽減し、実践意欲を高めることが
できる研修会となった。

R1年度に改善した点

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

人権教育研修会では、人権意識の向上に
効果的なワークショップを取り入れて、教
師自身の人権感覚を磨くこともできるよう
にした。

H30年度目標 H30実績

98.0%

目標値達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75千円 29千円

R1決算額（見込み）

指標名

学習指導要領 75千円 28千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R1実績 子どもたちの豊かな心の育成は、今後一
層の取組の充実を図っていく必要がある。
道徳の教科化や人権教育の推進に向け、
各学校で道徳教育推進教師や特別活動
主任、人権教育主任等を中心に、学校全
体で組織的に取り組んでけるよう今後も
充実した取組を進めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

①研修会参加人数

H30決算額

100.0%

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科の充実に向けた研修会
③学級活動スキルアップ研修会

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

Ｈ２４～ 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,609千円 臨時職員 0.00 人

①143人

R元年度目標

100.0%

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

電話で顧問弁護士と相談できる体
制は、緊急時など迅速な対応と判
断が可能となる。また、学校関係の
事案に詳しい顧問弁護士に委託す
ることにより、教育的見地からの解
決方法の助言を得ることができる。
これらのことから、事業の効果が高
いと考えられるため、今後も事業を
継続していく。

R1年度に改善した点

解決率。
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の
適正な運営に資することを目的としているため、
相談の解決率を指標とする。

昨年同様、管理職（校長・園長・教頭）を対
象に本事業の意義と必要性、活用方法等
に係る研修会を早期に開催し、周知を
図った。

H30年度目標

法定受託事務 法定受託＋附加 1,296千円 1,296千円
①電話による相談

②事務所での面談

③

学校法律相談事
業

R1決算額（見込み）

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,320千円 1,308千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助言
等により、学校における様々な問題を早期に解決し、
学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

0.20 人
非常勤
特別職

100.0% 91.3%

早期の対応を行っているものの、複数回の相談
を要し、解決までに期間を要する案件があった
ためと考えられる。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,676千円 臨時職員

①37件（15時間33分）

②6件（9時間12分）

③

R元年度目標 R1実績
校・園長会並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うととも
に、学校において問題が発生した場合、
校長に対して早期に本事業の活用を含め
た解決策を指導・助言していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

81.4%

期間 0.20 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H26年度～ 1,662千円 臨時職員 100.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造アクティブプラン推進事業を教
職員に直接周知する機会ともなっ
ている。

0千円

①訪問実施校数

②

③

計画通り、学校指導訪問が実施された学
校の割合

H30年度目標

R1年度に改善した点

教育行政施策の浸透や教育課程の管理、学校
の教育力の向上には、2年に1度の計画的な訪
問が必要なため。

学び創造アクティブプラン推進事業３年目
のまとめの年として、成果を確認しなが
ら、指導の質の向上につながる指導・助言
を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

教員の指導力向上のため、指導主事によ
る丁寧な指導を行う。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

学校支援訪問事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.25 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

目標達成済

18,855千円 臨時職員

①23校1園

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 2.10 人
非常勤
特別職

R2年度目標

～ 17,455千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

11,939千円

H30正規職員
人件費

10,056千円

H30決算額 指標名

特色ある学校づく
り支援事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

各学校では、特色ある学校づくりの
配当予算を有効に活用し、工夫し
特色のある学校経営を行ってお
り、学校教育が社会に開かれ家
庭・地域との連携も進んでいる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

各学校の優れた取組について、より積極
的に家庭・地域に情報提供することによ
り、地域の教育力を高めるよう助言した。

新任教頭等に対する、効果的、計画的な予算
執行についての説明が不足していると考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本事業の予算配当などの事務について効
率化を図り、職員の業務負担軽減に努め
る。

11,933千円
①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額
③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果
の評価点（10点満点）の平均点。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 12,348千円 12,336千円

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9 7.7

臨時職員

①47校・1園

②256,969円

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

9

R2年度目標

R元年度目標

8.5

9H13年度～ 11,637千円 臨時職員

期間
非常勤
特別職

R1実績
小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生
かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言を
行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体
験活動の充実を図る。

1.20 人
非常勤
特別職

1.40 人

どのように貢献したか

子どもたちの主体的な学び
につながる教育環境の整備
を進めた。

どのように貢献したか

教員の指導力を高めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学校
の適正な運営につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

教師自身の人権感覚を磨く
ことができるよう、ワーク
ショップ形式の研修会を実
施した。

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

H30決算額 指標名

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

これまでも学校内外に児童生徒理
解の充実についての啓発を行って
きたが、日常的な指導の工夫の重
要性（例えば、授業規律の確立や
明るく清潔な校内環境、特別支援
教育の視点を取り入れた指導、定
期的な学校内外の巡視等）につい
ても、さらに具体的な例を示すなど
しながら、啓発していく必要があ
る。

R1年度に改善した点

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行
為により指導を受けた児童生徒数を指標とす
る。

本会議が、いじめ防止対策推進法第１４
条の「いじめ問題対策連絡協議会」として
も位置づけてあることを踏まえ、市内中学
校で発生した事案について報告した。

いじめ防止対策推進法の策定により、いじめの
認知の仕方がかわり、以前より軽微なものも
「いじめ」として取り扱うようになった。そういった
ことから、暴力行為に関してもいじめと同様、軽
微なものも積極的に計上する意識が高まってい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

R1正規職員
人件費

期間 1.35 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,303千円 5,057千円
①安全安心対策推進員による
　  学校訪問、地域に出向いて
の
　  支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒
数。

根拠法令 R1決算額（見込み）

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条例、
安全安心対策推進員設置要綱

10,669千円 10,586千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の交
通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安心
な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.45 人
非常勤
特別職

3.00 人 100人 154人

12,151千円 臨時職員

①706 回

②28回

③

R元年度目標 R1実績
非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

R1その他職員
従事割合

100人 213人

100人

非常勤
特別職

3.00 人 R2年度目標

H17年度～ 11,221千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

放課後支援事業

根拠法令 R1予算現額

51,620千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
児童の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

R1年度に改善した点

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率。

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供する
ことを主目的としてるため、設置小学校における
在籍児童の事業登録率を指標とする。

放課後支援員の資質向上研修において、
「アレルギー対応研修」「救命救急講習」を
実施した。危機管理もあわせて今後も研
修を計画していく。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修
会に青少年課所管の「中富ほうかご広場」
も加わり取り組むことができた。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,887千円 47,307千円

R1決算額（見込み）

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱 46,557千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図ること
を目的としている。
・学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごとこ
ろ」の運営委員会を組織して方針を定め、その方針に
基づいて放課後支援員やボランティアが実施する。

0.80 人
非常勤
特別職

60.0% 52.9%

児童は、高学年になると、学習塾や習い事に通
うようになり、放課後の活動の時間が確保でき
ないことが多くなる。そのため、高学年の児童の
登録割合が減少している状況が各校で見られ
るため。

60.0% 52.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,704千円 臨時職員 109.00 人
①10校

②73387人

③176日

R元年度目標 R1実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それ
ぞれの地域の特色を生かした活動の充実
を図ると共に、事業についての啓発をすす
める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.65 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H15年度～ 5,403千円 臨時職員 106.00 人 60.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要

期間

H11年度～

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

外部指導員により、部活動の技術
向上や活発な活動の充実につな
がっている。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円

R1年度に改善した点

全国大会・関東大会出場部活動数。

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果とし
て確認するため、全国大会・関東大会出場部活
動数を指標とする。

各学校の指導回数再配分を2回行い、指
導回数がより学校の意向に沿うように工
夫した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

2,770千円
①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

地域人材活用事
業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱 3,000千円 2,624千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦により
教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝金
を支払う。

0.25 人
非常勤
特別職

10部

2,494千円 臨時職員

1部

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4部

5部

前年度と比較して出場校は増加し、部活動自体
は活発に活動しているが、強豪校の存在や生
徒の伸び具合などから、目標までには及ばな
かったと考えられる。

5部

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,095千円 臨時職員

①75人

②15校

③2,624回

R元年度目標 R1実績

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するために、各学校で部活動
顧問と外部指導員との連携強化を図って
いく。

0.30 人
非常勤
特別職

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額

重要 250千円

根拠法令 R1予算現額

0.00 人

スポーツ基本法

Ｈ２６～

R1年度に改善した点

①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校駅伝競走大会参加校
数

③

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。
②全小学校が対象

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題種
目である投力の向上を図ることから、参加した親子の
組数とする。②地域スポーツ団体と学校関係者・保護
者・指導者が一堂に会することにより、互いの理解と
交流、体力の向上を図ることを目的とし、参加校数と
する。

会場校を固定しているため、参加する家
庭に偏りがあったり、参加者が減少傾向
にあったりすると考える。令和元年度は他
地区の学校での実施で計画をし、参加を
促した。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

250千円

R1決算額（見込み）

207千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中
で、運動好きな子どもを育成する。

H30年度目標

①67組　②32校

ティーボールは、これまで学校を借用して
いたが、航空記念公園内に多目的運動場
をが完成したことから、会場をそちらに移
して興味を引くとともに、活動していただく
ことで運動の場を広め、運動に親しむ機会
づくりとしていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①６３組

②雨天中止

③

R1実績

臨時職員

所沢市のスポーツ資源を活用し、体力
向上や運動好きな子どもを育成するこ
とは、有意義であると考える。特に「投
力」については、専門的な指導者から
指導を受ける中で数値の伸びが見られ
ている。また、体を動かして遊ぶ楽しさ
が、子どものみならず、参加する保護者
にも味わっていただけることから、今後
も推進する必要がある。ティーボールに
関しては、小学校の学習での普及が広
まっているため、この教室が一役を担う
と考える。
年に一度、市内全小学校が集まる価値
ある大会として、今後も地域のスポーツ
団体や学校と連携し、運営の在り方に
ついて検討していきたい。

①80組　②32校

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人

①80組　②32校

R2年度目標

154千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H30予算現額

①80組　②32校 ①63組　②雨天中止

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①について、申し込みに電子申請を活用してお
り、申し込み時点では目標に達するが、体調不
良や都合により欠席者が出ている。参加人数の
上限を検討する必要がある。
②市内３２校すべての学校の参加が実現してい
るが、地域スポーツ団体との運営面に課題があ
る。団体と連携を取り、両者にとってより有益な
運営になるよう改善していく。

地域力活用運動
好きな子ども育成
事業

R元年度目標

1,247千円

1,006千円 臨時職員 0.00 人 どのように貢献したか

地域人材を活用し、運動を楽し
む機会を設定している。投打の
技術を中心に、プロ選手を招聘
し、直接指導ができる場を設け
ている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に質の
高い専門的な指導を受ける
ことができた。

どのように貢献したか

異年齢の子どもたちとの交
流促進を通じて、子どもたち
の主体的な学びにつながる
教育環境の整備を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校が地域と連携して学校内
外における児童生徒の事件、
事故及びいじめの防止等を図
ることにより安全・安心な学校と
地域づくりを推進している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

児童生徒体力向
上推進委員会交
付金

目標設定の考え方・根拠H30決算額 指標名

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

198千円

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体力
向上を図るため実態を調査分析するとともに、体力向
上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.18 人

R1正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③

教室の目標を達成できた参加児童数の
割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人
数×100）

198千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1年度に改善した点

体力向上を目的としていることから、小学生の中で課
題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数を指標
とする。目標値としては、事業実施校が毎年変わる中
で、参加した児童数の半数以上である６割が達成でき
るようになることを目標とする。

・技能のスモールステップを改良して取り
組ませた。（鉄棒）
・天候による中止を防ぐために民間スイミ
ングスクールの屋内プールを借用した。
（水泳）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・市内のすべての児童が教室に参加でき
るように、鉄棒教室の開催を市民体育館
で一斉に行う予定。

①これから水泳を本格的に学習する３年生の参
加が半数を超えており、２５ｍまで距離を伸ばす
ことが難しかった。

②１０名の児童が５級と６級の段階で終わり、そ
こでつまずきが多く見られることが分かった。こ
の段階を克服し、逆上がりの習得につなげられ
るような方策を検討していく。

R1目標値が未達成の理由・分析
Ｃ

水泳（クロール）や鉄棒（逆上がり）
の習得については、全国的にも課
題になっている。
今後も家庭・地域との連携を深め、
運動好きな児童生徒を育成する機
会ととらえ、推進していく必要があ
る。本事業で作成されている学習
カードや指導の流れは、小中学校
教員への具体的な取り組み例とし
て有効活用されている。今後も児
童生徒の実態に即し、よりよい指
導方法の研究が必要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円 198千円

非常勤
特別職

0.00 人 60.0% 15.2%

1,508千円 臨時職員 0.00 人
①41名（22名達成）

②48名（24名達成）

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

60.0% 51.7%

60.0%

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和47年度～ 1,413千円 臨時職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額 指標名

①運動クラブに入部している児
童数

②

③

運動クラブに入部している児童数（４年生
以上）

根拠法令

380千円

小学校体育連盟
補助金

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

学習指導要領の趣旨に基づいた
実技伝達講習会の充実で、教師の
指導力の向上を図っている。
授業研究会や親善体育大会等の
充実で、児童の体力向上を図り、
運動好きな児童の育成を図るこの
事業の役割は大きい。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円

380千円 380千円

R1年度に改善した点

運動好きな児童を育成する観点から、各学校で
設置されているクラブ活動の中で、運動クラブ
に加入している児童数を半数以上の指標とす
る。

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導
力の向上と、各学校の体力の現状並びに
強みや課題を意識した授業力の改善を図
る授業研究会の実施。

児童数の減少の影響もあるが、各学校の実情
に応じ、異年齢集団のよさを生かしたクラブ活
動の在り方を今後も追及する必要がある。教師
の適切な指導の下、児童の自治的、自発的な
活動が展開されるようにする。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

新学習指導要領に準拠した年間指導計画
や新型コロナウイルス感染症対策、授業
改善等について、学校への情報提供や講
習会の実施・運営を行う。

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童のスポーツ
の振興と体力の向上するための事業を支援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るための授業研
究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロックに分
けた「親善体育大会」の実施。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,300人 3,109人

1,089千円 臨時職員 0.00 人
①3,610人

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,216人 3,610人

4,168人

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和24年度～ 1,081千円 臨時職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中学生体力調査
事業

根拠法令 R1予算現額

1,143千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1決算額（見込み）

0.00 人
①7,440人

②

③

R元年度目標

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、
一定の成果があがっていると考え
ている。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

R1年度に改善した点

①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目
標を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課題

を明らかにした保健体育授業の推進。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,146千円 960千円

スポーツ基本法 1,005千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 35項目 42項目

35項目 39項目

754千円 臨時職員 R1実績
SNSやゲームの普及で利用が高まったた
め、運動する時間が減少していることで、
全国的に体力が低下傾向にある。本市で
も、その傾向が表れているのではないかと
考えている。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成24年度～ 914千円 臨時職員 0.00 人 35項目

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要

期間

昭和24年度～

H30決算額 指標名

根拠法令

中学校体育連盟
補助金

R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 968千円 968千円
①部活動大会参加者数

②

③

R1予算現額

H30その他職員
従事割合

968千円 968千円

R1年度に改善した点

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であ
り、同等の数値としている。

スポーツ庁、県に続き、本市でも部活動に
おける方針を策定し、それに基づき学校で
も実態に応じて方針を策定した。
部活動指導員は、運動系部活動、文化系
部活動ともに２名を配置した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

中学校における運動部活動の意
義は、学習意欲の向上や責任感、
連帯感の涵養等、体力向上にも大
きな役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上や
スポーツ精神を養うために組織されている団体を支
援している。当該団体では、事業計画に従い、教員の
指導力の向上を図るための授業研究会や、生徒のス
ポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、部活動の
大会を運営している。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,089千円

71.0%

1,081千円 臨時職員 0.00 人 71.0%

目標値には達成できなかったものの、およそ昨
年度並みの実績が確保できた。今後も各学校
の特色に応じた運動部活動の在り方を探ってい
く必要がある。

71.0%

0.00 人 R2年度目標

0.00 人
①４，９７１人

②

③

R元年度目標 R1実績

0.13 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運動部活動の指導者と若手教員の育成を
するため、授業研究会をより充実させる。
関係機関と連携し、大会運営等を行う。

67.7%

64.3%

どのように貢献したか

部活動指導員の配置やガ
イドラインの策定で部活動
の活性化や負担軽減につ
なげた。授業研究会にて指
導力を高めている。

どのように貢献したか

生徒用の個人カードにて、
現状を詳しく把握し、目標値
やアドバイスを活用すること
ができる。学校は集計結果
を指導に活用できる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

体育大会を実施し、児童の
運動の機会を設けている。
教職員に対し、指導法等を
伝達し、授業の質を高める
よう支援している。

どのように貢献したか

親子で運動に親しむことが
できる事業を実施している。
市内の教職員とともに、大
学の准教授や連盟と連携
し、質を高めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

2,848千円

事業の目的及び具体的な内容

事業者選定に向け
た準備

既存施設解体に伴
う調査

R1予算現額

3,048千円

R1その他職員
従事割合

①既存施設の石綿含有調査

②土地履歴調査

③

5,866千円

5,818千円

既存施設解体に
伴う調査

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R2年度目標

R元年度目標 R1実績臨時職員

目標設定の考え方・根拠

Ａ
R1目標値が未達成の理由・分析

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.70 人
非常勤
特別職

65,510千円

目標達成済

R1年度に改善した点

新学校給食センターの運用開始を目指し、スケ
ジュールに沿った進捗状況 計画通り進んでいるため、改善したところ

はない。

事業用地取得、
手法決定

臨時職員 0.00 人

0.00 人

0.00 人

整備に当たり、PFI手法による事業者選定
に向け、事務を進める。

新学校給食センター建設用地にあ
る既存施設の解体に伴う調査を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 65,951千円

平成29年度～

H30正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

安心な学校給食を、安定的に提供するため、老朽化
した学校給食センターを再整備する。

保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H30予算現額

学校給食センター
再整備事業

根拠法令

学校給食法

H30決算額

学校給食センター再整備進捗状況

指標名

事業用地取得、手
法決定

R1決算額（見込み）
①既存施設の解体に伴う調査

②

③

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　洋式便器化、バリアフリー対策、
臭気対策等について、教育環境の
改善を図ることができたと考える。
今後も、学校トイレ改修事業計画を
予定の通りに進めていく。

R1年度に改善した点指標名H30予算現額

R1予算現額

－ 1,049,688千円

期間

H30決算額

507,253千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

大便器の洋式化を図っていることから、
洋式大便器数/全大便器数
にて洋式化率を算定する。
R2年度目標をR元年度で達成済のため、R3年
度目標を前倒してR2年度目標として設定する。

設計施工監理を行う営繕課や学校との連
絡調整を密に行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,067,995千円 512,979千円

学校トイレ改修事
業

根拠法令 R1決算額（見込み）

①6校

②6校

R元年度目標

R2年度目標

①設計実施件数

②改修工事実施件数

市内小中学校における大便器の洋式化
率

R1実績老朽化した学校のトイレは臭い、汚いイメージにより、
トイレに行くことを我慢してしまう児童もいることから、
和式便器を洋式便器に変更し、バリアフリー対策や
臭気対策、給排水管の改修等を行うことで、快適な教
育環境を確保する。

1.05 人
非常勤
特別職

38.0% 40.1%

1.20 人
非常勤
特別職

屋内運動場トイレ改修や、２系統目の改
修についても計画的に進める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

41.0% 44.2%

47.0%

目標達成済

8,799千円 臨時職員

H26年度～R13年
度

9,974千円 臨時職員

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、児童生徒の安全確保を第一に
教育環境の改善を図ることができ
た。
今後も、施設の老朽化が進んでい
くことから計画的に事業を進める。

H30年度に改善した点

短期修繕計画実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共建築物修繕計画
の短期修繕計画にて計画していることから、そ
の計画・実績件数を指標とし、緊急性や予算等
を考慮した目標設定とする。

修繕をまとめて発注し経費削減を図った。

H30年度目標

12件

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 225,744千円 223,081千円
①修繕実施件数

②改修工事実施件数

学校施設修繕・改
修事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

－ 271,212千円 262,167千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実のため行
うものであり、緊急性や安全性、予算等を考慮の上修
繕を行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場調査し修繕を
行う。
２　大規模な修繕は、公共建築物修繕計画に合わせ
て行う。

2.01 人
非常勤
特別職

12件

8件 8件

5件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

16,844千円 臨時職員

①819件

②6件

R元年度目標 R1実績

年々学校施設の老朽化が進む状況にあ
るが、緊急性、優先度、全体的なバランス
等を総合的に勘案しながら、効率的な修
繕、改修に努めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 2.90 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S30年度～ 24,105千円 臨時職員

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

133,875千円

期間 0.70 人

102,423千円

教育
施設
課

①工事件数

第1種区域内の防音校舎への空調設備
改修実施率

指標名

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R元年度目標 R1実績

H30年度目標 H30実績

100.0% 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

特になし
目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きた。

102,300千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

2校（狭山ケ丘中学校･北中小学校）の改修工事
の進捗を率で表わす。
令和元年度に北中小学校の工事が計画どおり
完了したので、既存防音校舎の改修予定につ
いて、検討を行う。

空調設備を改修したことで、騒音を防止･
軽減することができ、教育環境が向上し
た。

H30決算額

①1件
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

133,326千円

防音校舎改修事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

H27年度～ 5,818千円 臨時職員

H30その他職員
従事割合

75.0% 75.0%

5,447千円 臨時職員

-

航空機騒音の著しい第一種区域に所在する狭山ケ
丘中学校・北中小学校の防音校舎に防衛省の補助
金を活用した復温除湿工事を実施し、騒音を防止・軽
減することで、教育環境の改善を図る。

0.65 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

R2年度目標

８．働きがい
も経済成長も

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

適正な機器類の選定をし、エネル
ギ―効率の改善に努めた。工事修
繕では再資源資材の活用や安全
安心な労働環境の促進に努めた

どのように貢献したか

学校施設の改善により、教育環境
の質の向上に努めた。工事修繕で
は再資源資材の活用や安全安心
な労働環境の促進に努めた

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

どのように貢献したか

適正な工事監理により、再資源資
材の活用と廃棄物の適正処理に努
めた。また、施工体制台帳等により
安全安心な労働環境の促進に努め
た

４．質の高い
教育をみん

なに

１２．つくる責
任　つかう責

任

８．働きがい
も経済成長も

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

児童生徒に安心安全な給
食を届ける。

３．すべての
人に健康と

福祉を



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

年間を通して実施した「小学校プログラ
ミング教育指導教員養成研修会」では、
市で導入する教材についての指導法な
ど、体験を伴いながら理解を深めること
ができた。また「ICT活用研修会」では、
これからのコンピュータネットワーク調
査活用研究協議会委員と連携し、小学
校プログラミング教育、協働学習支援ソ
フト、タブレットの活用を題材に、提案性
のある授業公開に努めた。今後の課題
は、一人一台端末が整備されるにあた
り、新たな機器の操作法やICTを効果
的に活用した新たな授業スキルを学
び、高める、研修会の充実である。

H30決算額

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

8,380千円

11,637千円

【目的】校務や授業において情報機器の効果的な活
用を推進するとともに情報モラルの育成を図る。教育
の情報化を進め、特色ある学校づくりを支援する。
【内容】①タブレットや電子黒板等のＩＣＴ機器、デジタ
ル教科書、インターネット、教育用ソフト等を活用した
調査・研究②大学教授指導のもとICT教育の調査・研
究③教員のための研修、支援の企画・実施

1.00 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

学習指導要領 49,000千円 48,973千円

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

研修会参加者の内容についての満足度

ＩＣＴ推進事業

根拠法令 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,513千円 49,426千円

100.0% 99.0%

臨時職員 0.00 人

①224人

R1実績
GIGAスクール構想の実現に向けた整備ス
ケジュールが、新型コロナウイルス対策と
連動し加速化が甚大である。一人一台端
末の整備後の授業風景、家庭等での活用
を見据え、整備とともに、教員への丁寧で
具体的な研修の充実を図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 98.0%

100.0%

Ａ

R1年度に改善した点

R1目標値が未達成の理由・分析

①ICT関連の研修会参加者数

期間 1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H元年～ 臨時職員 0.00 人

小学校プログラミング教育の本格実施に
向け、年間を通して5回の研修会を実施
し、教員の指導力の向上を図ることができ
た。また、本研修内容をもとに、指導主事
が、要望のあった11校の小学校に出向
き、プログラミングの校内研修をした。

研修会参加者の内容についての満足度は、30
年度実績と比較し1%減少している。新学習指導
要領の全面実施に向け、小学校プログラミング
教育指導教員養成研修会やICT活用研修会で
プログラミングに取り組んだ。感想の中に、「難
しそう」、「機器や環境が不十分」など、今後の
課題となる意見があり、100%には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

父母負担の軽減という点におい
て、一定の成果があげられている
と考えている。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

学習材料費の父母負担軽減補助金交付要綱 9,795千円

R1年度に改善した点

補助額
父母負担の軽減を目的の１つとしているため、
補助額を指標とする。

特になし

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9,915千円 9,816千円
①交付対象児童生徒数

②

③

父母負担軽減補
助金交付事業

9,694千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

年度当初、児童生徒の在籍数を調査し、その人数に
年度当初に定めた単価を乗じた金額を学校長に補助
金として交付する。各学校は必要な学習材料を購入
し、年度末に実績報告を行う。
学習材料費における保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図ることを
目的とする。

0.07 人
非常勤
特別職

9,816,000 9,816,000

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

9,693,200

9,678,800

目標達成済9,693,200

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

587千円 臨時職員

①24,233

②

③

R元年度目標 R1実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護者
の負担軽減のために必要に応じて単価に
ついては検討していく。

期間 0.07 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S４９年度～ 582千円 臨時職員

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

就学援助事業

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。

144,060千円

支給対象人数R1決算額（見込み）

H30年度目標

R1年度に改善した点

義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対
象人数を指標とする。 新入学学用品費を大幅に増額した。

小・中学共に、10,000円増

保護者からの申請により支給を行うものだが、
予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 164,306千円

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助
金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

156,879千円 134,289千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させる
ことが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・受
付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.09 人
非常勤
特別職

4,105 3,753

9,134千円 臨時職員

①支給金額

②一人当たりの支給額

③

R2年度目標

①134,288,300円

②37,302円

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,074 3,600 経済的な理由で子どもを就学させることが
困難な保護者は多く、そうした保護者を対
象に引き続いて援助を行っていくことは、
義務教育の円滑な実施に必要である。

H30実績

S57年度～ 12,717千円 臨時職員 4,351

期間 1.53 人
非常勤
特別職

R1～R4 3,159千円 臨時職員 55.8%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間

平成29年10月に発生した山口中学校西側擁壁の崩
壊を契機に実施した崩壊を免れた擁壁の安全性の調
査結果に基づき、災害防止の観点から、計画的に詳
細設計を行い、必要な改修工事を進める。

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

0.38 人
非常勤
特別職

R2年度目標

非常勤
特別職

0千円 臨時職員

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①改修工事設計業務委託件数
設計達成率

①１件
100.0% 100.0%

R元年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 - -

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

15,360千円

所沢市立山口中
学校既存擁壁改
修事業

令和元年度は詳細設計が計画どおり完了した。
令和２年度以降は、工事進捗率を指標とする。

補助金を活用し、教育環境の改善、防災
機能の強化を図るための改修に努めてい
く。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校運営や近隣環境に配慮し、安全で正
確に工事を進めるよう適正な工事監理を
行う。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きた。

R1実績

目標達成済

H30その他職員
従事割合

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

15,747千円

どのように貢献したか

プログラミング教育の授業
実践を伴う研修会の実施
が、子供たちのプログラミン
グ的思考の涵養につなげら
れた。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒がいる低所得世
帯に学用品費等を支給し
た。

どのように貢献したか

児童生徒の人数に応じた額
の補助金を各校に交付し
た。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

民間企業の高い技術力を
活用し、自然災害に対する
防災機能の強化に努めた

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　市川　勝也

Ｒ１～

【目的】
当初、教育ネットワーク整備事業（中学校校内LAN整
備）として、令和2年度から順次整備を進める予定で
あったが、国の令和元年度補正予算で予算化され、
国庫補助の活用が可能となったことから、令和元年
度に全小・中学校への設置を予算計上し、令和2年度
に繰越明許の上、実施するものである。

0.00 人
非常勤
特別職

R1実績0千円 臨時職員

令和2年度に繰越明許により、校内LANを
整備していく。このために、明確な仕様書
の作成やなるべく早く業者選定を行ってい
く必要がある。

－

100.0%

期間 0.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員

教育ネットワーク
整備事業（校内ＬＡ
Ｎ整備）

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

文部科学省「GIGAスクール構想」 533,531千円 511,510千円

事業の具体的な内容及び目的

R1正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

－ －

R1その他職員
従事割合

100.0%

H30実績

①小・中学校47に対して、LAN
配線を行う教室について調査を
実施した。

R元年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

R1年度に改善した点

各学校調査数(47校)
来年度、契約していくうえで、各校における無線
アクセスポイントの個数やスイッチの個数を調
査する必要があるため指標とした。

当初、教育ネットワーク整備事業(中学校
校内LAN）として令和2年度から順次整備
を進める予定であったが、国の令和元年
度補正予算で予算化され、国庫補助の活
用が可能となったことから、全小・中学校
への整備を行うこととした。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成済

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

0千円

H30正規職員
人件費

Ｒ１～ 1,247千円

小・中学校47に対して、ＬＡＮ配線
を行う教室について調査を実施し
た。これにより、仕様書の作成や業
者への見積依頼を実施することが
できた。

29.0%

H30決算額

①各学校に対する調査

R1目標値が未達成の理由・分析

R1正規職員
人件費

24.0%

最優先

24.0%

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

目標達成済

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,184千円 臨時職員

①24%

R元年度目標 R1実績

効果の検証を行いながら、より学校現場
に適した大型提示装置の導入を行う。

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

【目的】移動式の電子黒板を小・中学校の普通教室に
導入し、児童生徒の学習への興味・関心を高め、学
力の向上を図るものである。

0.38 人
非常勤
特別職

22.0%

R1その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,402千円 3,231千円

R1決算額（見込み）

6,722千円 5,310千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和元年度目標値を達成すること
ができ、学習環境の充実につな
がったため。

R1年度に改善した点

①小中学校の普通教室1室に対
する電子黒板の導入割合

小中学校の普通教室1室に対する電子黒
板の導入割合

令和6年度までに効果検証を図りながら50%の
導入割合を目指す 市内小・中学校5校に3台ずつの電子黒板

の導入を行った。

指標名

22.0%

H30年度目標教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

電子黒板導入事
業

根拠法令 R1予算現額

優先

期間 0.12 人
非常勤
特別職

H30決算額

Ｈ２７～ 997千円 臨時職員 100.0%

研修会参加者の内容についての満足度は、30
年度実績と比較し1.7%上昇している。校務支援
システムも導入から5年が経過しており、市内の
教員からは「なくてはならないシステム」との言
葉も聞かれるが、操作に慣れてきている教員か
らは、「研修会ではなく資料の配布でよい」など
今後の課題となる声もあり、100%には至らな
かった。

100.0%

【目的】校務支援システムを活用し、所沢市内全小・中学校
における義務教育9年間を見通した指導・情報共有を図ると
ともに、学校への教育ニーズの多様化による教職員の業務
負担の軽減を図る。
【内容】①システムの運用・管理②システムの活用研修会の
実施③物理サーバでの運用から仮想基盤での運用へ移行
（令和２年度）④次期システムの内容等の検討

100.0%

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,285千円 臨時職員

①85人

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

新たに加える保健機能の適切かつ有効な
活用につながる研修の充実を図っていく。

0.75 人

小・中学校校務支
援システム運用事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市ICT推進アクションプラン2019－2021 19,596千円19,596千円

非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

教務主任等の、操作に慣れてきている教
員を対象とする研修では、“希望者”が参
加する研修であることを事前に連絡し、教
職員の業務負担軽減を図った。また、新
学習指導要領の全面実施に伴い、指導要
録等の書式の変更の研修を実施した。

H30年度目標

19,547千円

①研修会参加者数

指標名

19,547千円

H30決算額

Ａ

研修会参加者の感想から、市内の
多くの教職員が、校務支援システ
ムを使用することで、負担軽減につ
ながることを実感していることがわ
かる。アクセス数も一月当たりの最
高が、1万件近く増加していることも
あり、使用頻度が高まっている。今
後の課題として、新たに加える予
定の保健機能について、円滑な運
用につながるよう、養護教諭等を
対象にした研修も充実を図ってい
く。

95.5%

目標設定の考え方・根拠

97.6%

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

私立学校誘致推
進事務

根拠法令

－ 自治事務

推進

R1予算現額

1,257千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

R1実績

誘致については、解決すべき様々
な課題が想定されることに加え、学
校法人の運営に関わることである
ことから、市の予定するスケジュー
ル通りに遂行することはむずかし
い。

R1年度に改善した点

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想
定されることから、関係各所との情報共有と充
分な調整を行い、できるだけ早期の開校に向
け。事業の円滑な推進に努める。

学校法人及び開発行為等代行事業者の
事前相談を受け付けた。開校に向けた課
題の整理と必要な手続き及びスケジュー
ルの確認を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

誘致に向けた調整等を推進する。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

Ａ

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①学校法人、県及び市の関係
部署と調整し、誘致に向けた課
題解決を図る。

誘致に向けた調整等の推進

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容

①学校法人及び開発行為等代
行事業者と開校に向けた課題
の整理と情報共有を行った。
 　県学事課と情報共有を行っ
た。

R元年度目標

推進 推進

推進

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R2年度目標

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を誘
致する。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 推進

臨時職員 0.00 人

H25年度～ 1,413千円 臨時職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人

どのように貢献したか

市内に教育の場を誘致する
べく、必要な調整を行った。

どのように貢献したか

環境に配慮したネットワーク
機器の選定を行っていく。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

電子黒板導入により、学習
環境の充実につながった。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

教職員の業務負担軽減に
より、教材研究や児童生徒
への指導の充実につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに


